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第１ 基 本 方 針 

 

１ 当協会の定款に定められた「郵政博物館の運営、前島密賞の贈呈、通信文化の

普及・発展等に関する事業を行い、もって我が国の手紙等文字コミュニケーショ

ン文化と情報通信・放送文化の向上に寄与する」という目的を達成するための事

業を引き続き推進する。 

 

２ 公益財団法人として、「公益法人認定法」を始めとする関係諸法令に従った適

切な運営を行う。 

 

３ 事業の推進に当たっては、効率的な運営に努めるとともに、会員や国民の共感

が得られる施策を進める。 

 

第２ 事 業 計 画 

 

 

 

１ 郵政博物館の運営事業及びこれに附帯して行う事業 

（１）展示活動等   

 ア 日本郵政㈱からの受託に基づき、郵政博物館（押上展示場、前島記念館、坂

野記念館、郵政博物館資料センター及び沖縄郵政資料センター）は、現在の場

所において継続して運営を行う。 

 イ 郵政博物館運営事業に附帯して行う郵政文化の普及・啓発に係る展示、展示

資料等の解説等を内容とする講演会の実施、調査研究の成果をまとめた『研究

紀要』の刊行等を通じ、幅広い世代の利用者と交流を図り、通信文化の普及・

発展に寄与するとともに歴史的な資料や知識を後世に伝える活動を行う。 

     （令和７年度入館者目標 約５０，０００人）  

 

（２）資料に関する情報提供、教育・普及活動等 

報道・出版関係のほか、博物館・大学・個人研究者等からの通信の歴史や収

蔵資料に関する照会への対応のほか、博物館実習の開催などを通じて、社会教

育施設としての役割を果たす。 

 

（３）近隣文化施設との連携 

公益目的事業 
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 近隣企業博物館による「すみだ企業博物館連携協議会」の活動を推進し、地

域の文化の普及・啓発活動を率先して行う 

 

２ 前島密賞の贈呈事業 

  逓信事業の創始者前島密の功績を記念し、その精神を伝承発展させるための「前

島密賞」贈呈を引き続き実施するとともに、一層の浸透・充実に努め、会報及び

ホームページ等により受賞者及びその功績を広く紹介していく。 

 

３ 通信文化の普及・発展事業 

  手紙等文字コミュニケーション文化と情報通信・放送文化の向上に寄与すると

いう基本方針にしたがって、以下の事業を行う。 

  

(１) 会報の発行・充実 

   文字コミュニケーション・情報通信・放送に関する情報や会員等読者に関心

が高い郵政事業の現状や最近の動向などをタイムリー、かつ解り易く提供し、

魅力ある内容の充実に努めるとともに、購読者の拡大に向けた積極的な施策を

実施する。 

（会報発行部数  月 約６１，７００ 部） 

 

(２) 文化講演会等の開催 

   郵政、情報通信等を含め幅広い今日的な課題をテーマとした講演会、セミナ

ーを全国各地で引き続き実施する。実施に当たっては、地方公共団体、地元報

道機関、公益団体等との共催や後援などの連携に努め、広く市民の参加が得ら

れるものとする。 

      （文化講演会等 年間 １５回程度） 

 

 (３) 手紙教室の開催 

   若者や子供を中心とした手紙文化・文字コミュニケーション文化の振興を目

指した手紙教室を引き続き開催する。 

（手紙教室 年間 ５０回程度)  
 

(４) 青少年ペンフレンドクラブとの連携  

   青少年ペンフレンドクラブと連携し、全国交流会や地方における地域交流会

の活性化を支援するなどして手紙文化の振興を図る。 

（交流会等 年間 １０回程度)  
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(５) 郵趣関係者等への支援・協力 

   郵趣をはじめとする通信文化の普及・発展を目的とした他団体の各種活動等

について、日本郵便株式会社の動向を踏まえつつ協力を行う。 

 

４ 協会情報開示の充実 

  協会の活動に対する理解を深め、当協会に対する認知・評価を高めるため、毎

年度事業報告や決算報告について情報発信を行うため、会報へ掲載するほかスマ

ートフォンやタブレットでも閲覧できるホームページへ掲載している。 

また、ホームページには、協会の概要及び沿革のほか「会報 通信文化の発行」

「前島密賞」「郵政博物館の運営」「文化講演会等の文化活動」などの公益事業

について掲載するなど、引き続き情報開示を進めていく。 

 

収 益 事 業 

 

 公益目的事業を実施するための収益事業として、次の事業を実施していく。 

 

土地・建物の賃貸に関する事業 

(１) 全国６か所に所有している土地の賃貸を引き続き行う。 

 

(２) 湯島ビルの賃貸事業等 

   平成３０年２月に新築した湯島ビルの２・３階各室を賃貸マンションとし、

その入居管理・ビル管理等は委託して、円滑な運営及び安定した収益事業が確

保されるよう配意するとともに、計画に沿った借入金返済を行っていく。 

 

 

 

 

 会員等に対する相互扶助に関する共益事業としては、次の事業を継続して実施し

ていく。 

 

１ 叙勲祝賀会等の開催 

  当協会の会員で春・秋の叙勲受章者及び米寿者を対象として、叙勲・米寿祝賀

会を年２回(春、秋)開催する。 

  また、１月には新年賀詞交歓会を開催する。 

共 益 事 業 
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２ 長期在会者及び米寿者への記念品の贈呈 

  協会加入後１０年以上の会員に対して、満６１歳に達する年度以降に「長期在

会記念品」を贈呈しており、本年度においても引き続き実施する。 

  また、米寿を迎えた会員に対しては、従来どおり記念品を贈呈する。 

 

３ 団体傷害保険等の斡旋 

  日本郵政グループの社員及びその退職者を対象に、団体の傷害保険や自動車保

険、医療保険、火災保険等の各種損害保険を斡旋し、会員等に対する福祉の向上

施策として実施する。 

 

 

管理・共通 

  

１ 組織・業務等の見直し 

  協会の運営に当たっては、簡素で効率的な組織体制で臨むほか、地方本部にお

ける証憑の保存等の作業について IT を積極的に活用し、一層の情報共有化を図

るとともに、地方本部職員の給与支給事務や社会保険料当の支払事務、納税事務

を本部に集約するなど、更に効率的な業務運営に努めていく。 

 

２ 会員増加対策等 

（１）会員増加目標 

   個人会員は、近年、新規会員数の伸びが鈍化しており、令和６年度における

新規加入は個人会員２，１００人超、法人会員１２社となる見込みである。 

令和７年度は、新規個人会員の加入増強策として、初年度会費を１,０００円

減額するキャンペーンを継続するほか、役職定年（60歳）時での会員継続の要

請及び法人会員の拡大など、以下の目標を設定して積極的に取り組んでいく。 

    個人会員  新規加入目標    ２，２３０人 

      法人会員  新規加入目標       １５口 

 

（２）会員増加対策 

 ア 地方本部における会員勧奨体制の強化のため、郵政グループ各社支社・エリ

ア本部幹部をメンバーとする運営委員会等の開催や地域に沿った参与の活動等

の体制を更に強化する。 

 イ 郵政・情報通信に関心を持つ法人や加入の少ない若年層への加入勧奨を進め

るほか、簡易郵便局等の分野への加入勧奨についても重点的に取組むとともに
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定年後も会員を継続していただく取組を推進する。 

 

（３）会員サービスの充実 

会報の掲載内容について、読者アンケートや文化講演会時の意見などを把握

し、内容の充実に取り組むとともに、地方本部においては、会員の活躍模様や

法人会員の紹介等など、会員のより身近な活動等を地方本部だより等へ掲載す

るほか、協会ホームページ会員ページに掲載するなど、本部と会員、会員相互

間のコミニュケーション活動を一層充実していく。 

会費についての税制優遇についても周知を図り、活用を勧める。また、「協

会手帳」を希望者に配付（会報１１月号同梱等）しており、引き続き実施する。 

 

（４）会員への寄附の依頼 

   会報の配付を継続して希望する会費免除の会員に対して、令和７年度も   

引き続き、郵送料等相当額の寄附を依頼する。 

 

３ 一般寄附の募集 

  公益目的事業として実施している郵政博物館での展示活動や文化講演会等通信

文化の普及・発展の更なる充実に活用することを目的に、会報及びホームページ

を通じ、令和７年度も 引き続き、広く寄附金を募集する。 

 

 


